
静岡県無料低額診療事業等指導監査実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号。以下「法」という。）第２条第３項

第９号に規定する生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業又は第

10 号に規定する生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法に規定する

介護老人保健施設を利用させる事業を経営する者及びその施設（以下それらを「施設等

」という。）に対し、法第 70 条に基づき運営状況等を調査し、適正な運営と円滑な社会福祉

事業の経営の確保を図ることを目的とする。 

 （指導監査の実施機関等） 

第２条 指導監査は、健康福祉部福祉長寿局福祉指導課（以下「福祉指導課」という。）が実施

する。ただし、必要に応じて健康福祉部の関係各課及び健康福祉センターの関係課の職員を加

えることができる。 

 （指導監査の方法） 

第３条 福祉指導課は、原則として２年に１回、次の方法により指導監査を実施する。 

(1) 指導監査は原則として実地で行う。実地で行わない場合には、適宜、書面による指導監査

を実施する。 

 (2) 指導監査日の１週間前までに対象となる施設等に対し、指導監査期日、指導監査職員の職

氏名、その他必要な事項について文書をもって通知する。 

 (3) 指導監査職員は、当該施設等の経営者及び職員（以下それらを「役職員」という。）に運

営状況等について説明を求め、国の基準に係る事項を別紙１「無料低額診療事業指導監査資

料」又は別紙２「無料低額老健事業指導監査資料」により指導監査する。 

 （趣旨説明） 

第４条 指導監査職員は、指導監査に当たって当該施設等の役職員に対し、あらかじめその趣旨

を説明する。 

 （指導監査の立会い） 

第５条 指導監査は、当該施設等の役職員の立会いのもとに行うものとし、必要に応じて施設等

の所在地を所管する健康福祉センターの関係職員の立会いを求めることができる。 

 （指導監査の講評） 

第６条 指導監査職員は、指導監査終了後、当該施設の役職員の出席を求め、指導監査の結果に

ついて、講評及び指示を行う。 

２ 講評に当たって、当該指導監査職員のみで判断することが困難と認められる事項については

、後日、当該事項を検討の上、別途必要な指導、助言を行う。 

 （結果の復命等） 

第７条 指導監査職員は、指導監査終了後、速やかに指導監査の結果について、健康福祉部福祉

長寿局福祉指導課長（以下「福祉指導課長」という。）に復命又は報告する。 



 （結果の検討及び通知等） 

第８条 福祉指導課長は、指導監査の結果について綿密に検討し、その問題点を明らかにし、と

るべき措置を具体的に決定して速やかに問題点の解明に努める。 

２ 指導監査の結果、改善を要する事項については文書をもって通知し、改善の結果又は計画

（以下それらを「改善計画等」という｡）について期限を付して報告を求める。 

（改善計画等の確認） 

第９条 福祉指導課長は、改善計画等の報告がなされた場合、改善計画等の内容を十分審査の上

受理することとし、確認を要する事項がある場合は、遅滞なく施設等に確認する。 

（事業経営の制限及び停止命令） 

第 10 条 当該指導監査について、施設等が求めに応ぜず、若しくは虚偽の報告をし、検査若し

くは調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は不当に利益を図り、若しくは利用者の処遇にお

いて不当な行為をした場合は、県は、法第 72 条に基づき、施設等の経営の制限又は停止を命

ずることができる。 

（指導監査結果の報告） 

第 11 条 福祉指導課長は、指導監査実施後、当該指導監査結果について、速やかに施設等の所

在地を管轄する健康福祉センター所長に報告する。 

 （その他） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、指導監査の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 25年２月 14日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成 26年 11 月６日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、令和２年 11 月 10 日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、令和３年１月 29 日から施行する。 


